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ご依頼事項について（メモ） 

 

○ 新型コロナウイルス感染症のクラスターが確認された店舗の中には来店客

を特定できず感染拡大を招いているものがあるという事実認識に基づき、ク

ラスター対策としての追跡調査（例：来店客を特定し、感染者が来店していた

ことや当該店舗でクラスターが確認されたことを来店客に連絡したり、検査

を呼び掛けたりすること）の迅速化・効率化を図るために、営業者に対し、来

店客の氏名等を記録・保存させようとする政策の必要性はあり得るものと思

われる。 

 

○ ただし、例えば次のような点について整理する必要があると思われる。 

 

(1) 対象店舗（業態）について、 

・ 風俗営業に限定するのであれば、その理由は何か。来店した事実を知られ

たくない業態であるから追跡調査が困難となっているという認識であれば、

そのような事実があるかどうかは必ずしも明らかでなく、また、そういった

視点から対象店舗（業態）を客観的に線引きすることは可能か。（例えば、

同じ風俗営業であっても２号～５号営業については、それぞれの主観による

ところが大きいのではないか。） 

・ 最近では、風営法の対象とはなっていない飲食店でもクラスター（会食ク

ラスター）が確認されているところであり、対象店舗（業態）をどのような

観点（要件）で範囲付けるのか（例えば、新型コロナウイルス感染症に関す

る専門的・科学的知見から感染リスクが高いと判断されるもの等）という検

討が必要となると思われる。（この点、浜田議員も、カラオケ、飲食店、旅

館等についても何らかの措置が必要であると認識されておられるところ。） 

 

(2) また、来店客への確認方法・入店の許可については、 

・ まず、接触確認アプリが十分に普及・機能しているのであれば、当該アプ

リのインストール確認と身分証明・来店客の情報取得とを同時に行わなくて

も、当該アプリの利用によって政策の目的は達成し得ると思われる。 

・ 仮に、来店客の情報を取得することとしても、個人のプライバシーとの関

係も踏まえ、まずは、身分証明までは求めずに政策目的達成のために必要最

小限の情報（例：氏名、連絡先）の記録・保存とする方向での検討となると

思われる。（この点、社交飲食業に係るガイドラインにおいても、来店客に

連絡先や体調を記載してもらうとされているところ。） 
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・ 客を入店させるか否かについては、契約自由の原則から基本的に店舗側の

判断に委ねられるものであるところ、入店の許可・不許可についてどのよう

に法律上規定するか（例えば、連絡先を伝えない客の入店拒否を義務付ける

のかどうか）についての検討が必要となると思われる。 

 ・ このような手段の履行をどのように担保するのかについても検討が必要

であろう。 

 

(3) 政策は、感染拡大防止という公衆衛生の観点からのものであり、風俗営業

に対する規制であっても、「善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、及び少年

の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止する」ことを目的とする風営法にお

いて規定することは難しいと思われる。 

  風俗営業も含め、対象店舗（業態）についてのこの政策をどの法律において

対応するかについては、公衆衛生に関連する法体系の中で、この政策に係る措

置を恒久的に講じていくのかということも含め、この政策の目的や具体的内

容を踏まえ検討が必要となると思われる。 


